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1　は　じ　め　に
　米国において1970年代より開始された概念的枠組研究計画は，他の英国圏諸国およびIAS
Cへと波及し，我が国においてもその研究が積極的に進められてきた。米国，カナダおよびオ
ーストラリアにおいては会計基準設定団体より概念的枠組がすでに提示されている。意外では
あるが，英国において会計基準設定団体により会計基準を現実に設定するための概念的枠組の
研究が進められ始めたのは1980年代の後半からのことである。英国においても，会計基準の
論理的整合性に関して問題が指摘されるようになり，とくに会計基準設定機構の再編が行われ
るとともに，概念的枠組を作成する動きが活発になった。
　さて，そのような経緯の中で，本稿で取り上げるソロモンズ（Solomons，　D．）の手による
r財務報告基準のためのガイドライン』がイングランド・ウェールズ勅許会計士協会から1989
　　　　　　　　　　　（1〉年に発行されたのであるが，本稿で，同報告書を取り上げる理由は以下の3つである。まず，
周知のとおりソロモンズ理論がこれまで会計制度（特に，FASBやASBの概念的枠組）へ大
きな影響を与えてきた点が指摘できるであろう。また，同書が英国の会計基準設定のための概
念的枠組設定の叩き台として執筆されたものであり，以後の議論に多大な影響を与えているこ
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とから，今後の英国の，ひいては国際的会計理論の展開の方向を占う意味で重要な文献である
ことも指摘されねぽならない。しかも，ソロモンズのガイドラインについては前田教授の優れ
た検討（前田［1990】）があるが，具体的論点と基礎概念との関係については残念ながら多く論
じられていないのである。
　そこで，本稿は，第1に，ソロモンズの概念的枠組の特徴を，FASBなどのそれと比較する
ことにより明らかにし，第2に，ソロモンズの概念的枠組と具体的会計問題との関係を検討す
ることを課題とするものである。
H　ソロモンズの概念的枠組
まず，ソロモンズの概念的枠組の内容とその特徴を同報告書に従い概観しておこう。
　1．　会計情報の利用者と会計目的
　他の概念的枠組と同様に，ソロモンズ報告書でも会計目的の検討から始めているが，その前
提としてだれのどのような利用のために会計情報が用いられるのかがまず検討される。すなわ
ち，「営利企業の一般目的外部財務報告の機能とは，以下の（1）から（3）に関心のある様
々な利用者に有用である情報を提供することである。
　（1）　企業の財務的業績および状況の評価
　（2）　企業の経営に責任のある者の業績の評価
　（3）　企業への投資，与信またはその与信枠の拡張，企業との取引，あるいは企業による雇
　　用に関する意志決定」（p．9）　　　　　　　　　　　　　’　　　　　　　　　．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈2）と述べ，一般日的財務報告酪の利用者として次の4種類の会計情報利川者を考えている。つま
り，
「（a）　現在および将来の投資家
　（b）　現在および将来の債権者（仕入先を含む）
　（c）　現在および将来の従業員，および労働組合のように団体交渉の場で従業員のために行
　　動する者，および
　（d）　長期供給契約により企業と取引をしているか，または取引するかもしれない現在およ
　　び将来の顧客」（P．　10）である。
　以上の4つの主要グループに会計情報利用者を限定することは，FASBの概念報告醤やIA
SCの概念フレームワークと比較して，これらの想定する会計情報の利用者が一般大衆や政府
および地方公共団体などを含むことから，その範囲が狭いという点が指摘できるであろう。と
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ころがFASBやIASCは情報利用者としては広く範囲を取りながら，その共通の利害関心を
明らかにする段階では，中心的利害関係者を株主（現在および将来）と債権者（現在および将
来）とに限定するため，結局資金提供者のための会計報告に議論を狭めてしまうのに対して，
ソロモンズ報告書は株主および債権者だけでなく得意先および仕入先である取引先と従業員と
を含めたままで議論を展開するのであり，その意味で，実質的な議論としては同報告書の方が
会計情報利用者を広く把握したままで議論しているといえるであろう。とはいっても，一般目
的外部財務報告の目的を考えている以上，共通の利害関心に焦点を絞らざるを得ないのであり，
上記4つの主要グループのそれを企業および経営者の「業績（performance）」に求めるのであ
る。
　ソロモンズはこの「業績」を「収益性（profitability）」と「成長性（viability）」とに分けて
理解しており，これについては，「企業は，成長的であるために，短期的には損失を被るかも
しれないが，長期的には利益を出しうる様でなけれぽならない。しかし，収益性は，それのみ
で成長性を保証できないであろう。企業はまた，時期と金額とにおいてその義務を弁済しうる
ようなキャッシュ・フローを得なければならない。換言すれば，成長性は収益性だけではなく，
流動性も必要とする。」（p．10）と説明している。
　また，ソロモンズは，経営者の業績評価における一般目的外部財務報告の役割を重視してお
り，特に，企業の業績と経営者の業績の区別が経営者の業績を公正に評価するためには必要で
あると考えている。つまり，企業の業績を決定した要因のうち，経営老の支配力の範囲内にあ
るものにより生じた部分を経営者にとって責任のある業績とし，経営老の支配力の範囲外にあ
るものにより生じた部分，たとえば不測の需要変化や技術革新，為替変動などによる損益は経
営者に責任のないものと考えるのである。（P．11）
2．財務諸表とその要素
　「業績」は具体的には「損益（income）」により示されるため，財務諸表の要素の検討に入
る前に，ソロモンズは利益観を検討する。
　（1）　収益費用利益観と資産負債利益観一財務会計への競合的接近法一
　ここでは，次に示す2つの利益観が取り上げられる。一つは，『収益費用利益観』であるが，
これは「一期間の利益（または損失）を当該期間中の収益とその収益を獲得するためのコスト
との差額とみる」（P．16）もので，この利益観では，まず，収益および費用が定義され，それ
に基づいて資産および負債が定義されるため，資産は繰延コストとして貸借対照表に計上され
ていると考えられる。いま一つは，『資産負債利益観』であり，これは「利益（または損失）
を所有主による資本の拠出または引出の影響を除く，当該期間に帰属せしめられるエンティテ
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イーの純資産の変化とみる」（P・16）ものである。ここでは，逆に，まず資産および負債が定
義され，それによって次に収益および費用が定義されるため，収益および費用が資産および負
債の変化と考えられることになる。
　結論から言えぼ，ソロモンズは資産負債利益観を採用するのであるが，その理由を示せぽ以
下のとおりである。（pp．16－18）
　（a）　収益費用利益観の主張者も収益と費用の定義を資産の変化または貸借対照表項目の変
化による以外には行ないえない。
　（b）　利益は富の創出であり，会計報告書がそれを表わしうるかぎりにおいて，企業の富は
貸借対照表の所有主持分の部に示される。
　（c）　収益費用利益観は貸借対照表の完全性（integrity）と有用な財務諸表としてのその価
値を損なう。これは，貸借対照表を財務状態表であると考えれば，資源または義務ではない項
目の記載された貸借対照表は問題が多いということである。
　このような主張に対しては，収益費用利益観の主張者から，資産負債利益観は利益を他のア
プローチより以上に変動的数値（volatile　figure）にするという反論がなされている（P．18）
が，これに対してソロモンズは「しかし，変動性は，ありのままの事実（afact　of　life）であ
る。」（P・18）と再反論している。以上の議論に対しては，ウィッティントン（Whittington，
G。）が連係を前提にして貸借対照表を損益計算書よりも重要視しているに過ぎないという点，
つまり，収益費用利益観と資産負債利益観の対立の構図の中で資産負債利益観の優位性を主張
しているに過ぎないのであって，非連係説については検討がなされていないという点を指摘し
ている。（Whittington［1989］p．202）
　（2）資　　　産
　資産負債利益観に立つソPモンズは，当然ながら資産の定義から議論を始める。「資産とは，
エンティティーに将来の経済的便益をもたらすことを期待される当該エンティティーにより疑
いなく決算日現在支配されている資源または権利である。」（p．20）と定義され，その本質は
「資産の法的または事実上の疑いのない支配により会計エンティティーに生じるであろう将来
経済便益の期待，つまり，収益可能性」（p．20）と述べられている。ここで指摘されるべき点
は2つである。それは，資産の認識には不確実性が影響するということと法的所有権が資産の
存在に関する優れた第1テストではあるけれども，法的所有権がなくとも支配は成立するので
あって，その意味でこの法的所有権は絶対的なものではないということである。
　また，ソロモンズの定義には独自性がない，たとえばFASBやIASCなどの定義との違い
がどこにあるのかといった批判がマクブ（Macve，　R・）からなされている（Macve［1989a］P．
21）。これに対して，ソロモンズは，自分の定義はFASBやIASCのそれが「将来の経済的
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便益」を資産と考えているのに対して，それ自体は資産ではなく，「資産たるものは将来の便
益に対する権利またはそれを創出すると期待される資源である」（Solomons［1989b】p．22）と
いう点で自分の定義の厳密性を主張している。
　（3）　負　　　債
　つぎに，ソロモンズは，「負債とは，他のエンティティーに対する資産または役務の，時折時
期と金額は不確定である将来の移転を伴う決算日現在のエソティティーの義務である。」（p．
19）と負債を定義する。r義務」は法的義務であろうが道徳的義務であろうが，負債であるか
否かには関係がないとしている。
　（4）　収益と利得および費用と損失
　以上のような資産と負債の定義を行なった後で，これを用いてさらに，収益，費用，利得お
よび損失を以下のとおり定義する。
　「収益（revenue）とは，財産の供給または役務の提供のような主たる営業活動を遂行した結
果として生じるエンティティーの資産の流入あるいは増価または負債の決済（または両者の組
合せ）である。」（p．　23）
　「利得（gain）とは，偶発的な取引，資産や負債の価値変化または，収益あるいは所有主に
よる投資の結果生じるものを除くその他の事象または状況の結果生じるエンティティーの純資
産の増加である。」（p．23）
　「費用（expense）とは，主たる営業活動を遂行するためのエンティティーの資産の流出ない
し費消または負債の負担で，いかなる将来経済便益をももたらしうるあらゆる見込みのないも
のである。」（p．24）
　「損失（10SS）とは，偶発的な取引，資産や負債の価値変化または，費用あるいは所有主への
分配の結果生じるものを除くその他の事象または状況の結果生じるエンティティーの純資産の
減少である。」（P。24）
　（5）　所有主持分と損益（income）
　最後にソロモンズは所有主持分と損益を定義する。「所有主持分（owner’s　equity）とは，純
資産（つまり，資産総額が負債総額を超過する余剰額）に対してエンティティーの所有者が持
つ残余請求権（residual　interest）である。」（p．25）この定義は，純資産そのものを所有主持
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3〉分と考える，あるいは（所有主）持分と純資産とを区別しないFASBとは異なり，それに対
する請求権として所有主持分が理解されている点が特徴として指摘できるであろう。それゆえ，
ソロモンズの要素の関係を式で示せぽ，
　　資産一負債＝純資産＝所有主持分
となるであろうが，ここで，注意すべきは，
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　　資産一負債＝所有主持分
という等式は計算結果としては成立する関係ではあっても，直持的把握関係としては成立しえ
ないものであるということである。
　なお，「所有主持分は，それ自体要素（element）である資産および負債という2つの要素の
差額としてのみ測定されうるので，それは下位要素（subelement）であって，それ自身として
は要素ではない。」（P・25）と述べ，要素と下位要素とを区別している。
　また，「損益（income）とは，前期損益修正と所有主による拠出および所有主への分配の影
響を除いた一会計期間中の所有主持分の変化である。一組の連係財務諸表においては，それは，
一方の収益および利得と他方の費用および損失との差額に等しい。」（p．26）と定義する。損益
も所有主持分と同様に差額であるから，要素ではないとしている。なお，同じ損益という用語
が用いられているとしても，会計モデルが異なれば意味が異なる点が強調されている。たとえ
ば，現行の取引基礎歴史的原価モデルにおいて，所有主持分の変化は，「減価償却資産の歴史
的原価に基づく減価償却費を控除した完r取引からの利益（pro丘t），偶発的取引に入る資産お
よび負債に関する実現損失および未実現損失を控除した実現利得，および保有棚卸資産からの
未実現原価損失」（p，26）を含むが，（純粋な）現在原価モデルにおいては，「減価償却資産の
現在原価に基づく減価償却費を控除した後の，実現か未実現かに関わりなくすべての利得およ
び損失」（p．26）を含むものである。
　（6）　ソロモンズの定義の特徴
　以上のようなソロモンズの要素およびド位要素の定義をその規定関係に注目してみると，収
益および費用は「資産または負債」により定義され，利得および損失は「純資産」により定義
され，さらに，損益は「所有主持分」により定義されていることが指摘できるであろう。これ
については・2つの点を指摘しておこう。第1に，収益および費用を資産および負債の変化と
して捉え，利得および損失を純資産の変化として捉えることは形式論理的には何の相違もない
のであるが，あえて筆者の解釈を述べるとすれぽ，総額として収益および費用は把握し，純額
として利得および損失を把握することが含意されていると思われる。つまり，たとえぽ有価証
券の売却に伴う損益の把握において，これを収益および費用として捉えるとすれば有価証券売
上高と有価証券売上原価となり，これを利得または損失として捉えるとすれぽその差額だけが
有価証券売却損益として把握されることになるという違いを含意していると考えることができ
るのではないかということである。第2に，純資産と所有主持分とを区別していることに鑑み
て，損益を純資産の変化として定i義しているのであれば，資産および負債を中心概念とする資
産負債利益観からは一貫しているといえるのであるが，純資産に対する所有主の残余請求権を
表わす所有主持分の変化として定義していることは，問題の残るところであるといえよう。と
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いうのも，所有主持分であれ，債権老持分であれ，これらの用語は資産総額に関する帰属関係
を示すことを含意していると思われるからである。つまり，定義において前提されていた資産
負債利益観による損益概念が，帰属関係を前提にして異なる観点から把握されているという点
　　　　　　　　　　（4）で，問題が残るのである。
　3．　会計情報の質的特性
　次に，会計情報の質的特性について論じている。会計情報の質的特性は，「よい会計と悪い
会計とを識別する規準」（p．29）としての役割を果すものである。ただし，各人のそれぞれの
質的特性に対する重要性の理解が異なること，それぞれの質的特性がトレード・オフの関係に
あること，および規制者は費用＝便益の考慮が必要であるが，これについての意見の一致が困
難であることから，会計情報の質的特性については意見の一致が困難であるという点が指摘さ
れている（p．29）。
　さて，ソロモンズの示す会計情報の質的特性は以下のとおりである。
　　　　　　　　　　　　　　　　予測価値（Predictive　value）
　　　　　　　目的適合性　　　　確認価値（Com丘rmatory　value）
有用性
（useful）
　（Relevance）　　修正価値（Corrective　value）
　　　　　　　　　適時性（Timeliness）
首尾一貫性（Consistency）
中立性（Neutrality）
実行可能性（Feasibility）
　FASBの質的特性の比較において，その特徴を挙げるとすれば，以下の3点であろう。第1
に，FASBではフィードバック価値として理解されていた特性が，ここでは確認価値と修正価
値という2つに分けて把握されていることが挙げられる。第2に，信頼性の構成要素に包括性
が含められていることである。包括性とは「表現が完全である」ことを要求するものであるが，
完全性は相対的な用語であって，特に巨大で複雑な企業では，許容できるコストでの財務状態
の真の包括的な表現は不可能であるが，これを解決するのが「重要性」であるとしている。こ
こで，重要性は2つの側面に関わっている。それは財務諸表での記載の省略と財務諸表上での
集約とである。前者については，認識基準の問題として後で取り上げることになるが，後者に
ついては報告書の利用者の判断に与える影響の観点から決定されるものとしている（p．33）。
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第3に，FASBでは，費用＝便益の制約とされていたものが，ここでは制約ではなく，質的特
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）性である実行可能性として示されている点が指摘できる（p．37－38）。
　4．　認識と測定
　次に，認識と測定について論じている。
　（1）　認識の意味
　ソロモンズは・ジョンソン＝ストーリー（Jonson，　L　T．＆R．　K．　Story）の認識の意味に従
い，「認識とは，ある項目を資産，負債，収益，費用，利得，損失，所有主への分配，または
所有主からの拠出として正式に記録または組入れを行なう過程である。」（p．42）と考えている。
ただし，財務諸表本体においてでも補足情報としてでも開示されれぽ情報価値は同じであると
いう議論に対しては，開示しさえすればそれでいいのなら財務諸表は不必要であるという結論
につながるために無意味であると批判している（p．42）。
　さて，資産負債利益観を採用していることから，収益および費用などの認識は資産または負
債の増減変化として把握されることになるため，資産負債中心の認識基準を以下のように示し
ている。すなわち，
　「ある項目は，次のときに財務諸表上認識されるべきである。すなわち，
　（a）　それが，資産あるいは負債の定義，またはそれから導出された下位要素の定義を満た
　　　す。
　（b）　採用されている会計モデルにより特定されるその項目の大きさが，合理的確実性を持
　　　って測定され，かつ検証されうる。
　（c）　そのように導出された大きさが金額的に重要である。」（p．43）
　ここでは，認識の任意的側面が強調されている。しかしながら，その意味は決して経営者の
自由裁量によって認識するか否かが決定できるという意味ではなく，認識基準の（b）におけ
る合理的確実性は判断の問題であることに注目しているのである。そこで，ソロモンズはこの
点については，規制当局による具体的指針を作成する必要性を強調するのである（p．44）。
　（2）測　　　定
　次に，ソロモンズは測定の問題を論じるが，それは一般目的会計モデルの選択の問題として
取り上げている。
　ここでの論点は，①測定属性の選択と，②貨幣単位の選択とである（p．49）。
　第1の点については，「企業にとっての価値（Value　to　the　Business）」が，第2の点にっ
いては，「恒常購買力（constant　purchasing　power）」，そしてそれゆえ「実質財務資本維持
（maintaining　real　financial　capital）」が採用されている。
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　①企業にとっての価値
　資産に関わる企業にとっての価値は剥奪価値（deprivai　value）である。これは，「企業が清
算を考えていないと仮定して，ある資産を剥奪された場合に被るであろう損失」（p．53）と定
義される。具体的には，「それは，現在原価もしくはそれ未満であれぽ回収可能価額に等しい。
回収可能価額は現在価値と正味実現可能価値のどちらか高い方である。」（p．53）また，負債に
とっては，それは解除価値（relief　value）である。これは，「エンティティーが正確に同じ債
務証券の発行により現在調達できる金額と最も経済的な方法でその負債を弁済するためのコス
トのどちらか高い方の金額である。」（p．53）この「最も経済的な方法でその負債を弁済するた
めのコスト」とは，直接債権者に完全返済してしまう（市場より買入償還することも含む）場
合のコストとそれ以後のすべての支払いを賄うのに十分な資金を生み出す有価証券に投資する
場合に必要な金額（これは，実質的デフィーザンスを想定すれぽ理解しやすいであろう。）と
　　　　　　　　　　　　　（6）のどちらか低い方の金額である。
　②実質財務資本維持
　また，この点についてソロモンズは，真の損益は，真の純価値（true　net　worth）の変化で
あり，有形であれ無形であれ，認識されるものであれ認識されないものであれ，すべての資産
および負債を考慮に入れたものであるべきであるが，それはわれわれの能力を超えているので，
われわれは出来るだけそれに近似することをしなけれぽならない。つまり，認識された有形資
産から認識された負債を控除したものの変化分のみを損益数値には含むことになる。そして，
財務資本を維持し，それ以上に稼得して初めて利益を稼得したといいうるが，その場合には実
質財務資本が現在のところ最も適切であると結論付け，具体的には，そのモデルはASCハン
ドブックの第4章に示されているものと同じもの（そこでは実質単位システム（real　term　sys－
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）tem）と呼ぼれている。）で，ソロモンズはこれを現在原価＝恒常購買力モデルと呼んでいる
（pp．54－55）。
皿　具体的会計問題の検討
　それでは，ここで付録に取り上げられた繰延税金，年金，財務コミットメント，暖簾，およ
び貨幣の時間価値の認識の問題と概念的枠組との関係を見ていこう。なお，ここでは，筆者の
関心と紙幅の制約から，以下の3点のみを取り上げることにする。
1．　財務的コミットメント
この財務的コミットメントに含まれる項日の例としては， 偶発負債（contingent　liability），
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資本的支出契約（contracts　for　capital　expenditure），年金（pension）その他がある。これ
について，ソロモンズは，「仮に，予見できる将来に現金その他の資産の重要な義務的流出を
生じる結果となると予測される，その不履行に対して制裁を伴う義務的コミットメントが締結
され，かつ，当該流出の金額および時期が合理的確実性を持って決定されうる場合，そのコミ
ットメントは負債の定義と認識の規準の両方をそれ自体充足している。認識されるべき金額は
予測される流出金額，またはその現在価値が著しく小さい場合にはそれである。現在価値とは，
そのコミットメントを弁済期日に弁済するために必要な現金を生み出す質の高い債券に投資さ
れなけれぽならないであろう金額として計算されるべきである。そのコミットメントの見返り
として獲得される権利はコミットメソトと同じ評価額で資産として認識されるべきである。」
（p．67）と述べ，認識規準を満たしているかぎり，その項目を認識すべきであり，そして，そ
の金額については「企業にとっての価値」により測定するとしている。
　また，特に，リース契約に関連しての権利とコミットメントについて，SSAP第21号の内
容を要約した後で，現在の基準でファイナンスリースとオペレイティングリースとに分類し，
前者だけ資本化するという取扱いは，5年または10年間もリースする船舶のオペレイティン
グリースには妥当しない可能性があり，ファイナンスリースの定義を拡大すべきであるという
見解を述べる。つまり，ここでは，先に述べた資産の定義はそのままに，その定義に合致する
項目の範囲を広げようとする意図が見えるのである（p．68）。
　さらに，認識した後の問題としての相殺については，「そう（相殺……筆者）すること，それ
ゆえ純資産または純負債をゼロと表示することは，その状況の忠実な表現ではない。特に，そ
の取引の2つの側面に付随するリスクは，長期購入コミットメントによりカバーされる商品の
価値の下落が存在する場合に見られうるように，等しくない。資産はリスクを負っており，コ
ミットメントは確定している。その状況は資産およびコミットメントを総額で表示することに
より最もよく表現されうる。他方で，相殺は，同一の相手方との間で貨幣を授受する義務があ
るような場合には適当である。」（p．68）と述べ，状況によっては相殺が認められる場合のある
ことが指摘されているが，ここでもその説明において状況の表現可能性が根拠とされているこ
とから明らかなように，表現上の忠実性が重要視されていることが理解できるであろう。
　2．暖　　　簾
　これについては，2つの論点，すなわち，①暖簾は資産かという点と，②もし資産であれば，
他の資産と同じ認識規準を暖簾に適用すべきかという点とが検討される。
　まず，①については現行実務は肯定的であり，ソロモンズも暖簾は資産の定義に合致すると
認めている（p．68）。
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　次に，②については，現行実務はそれが売買される時にのみ認識するという形であるが，ソ
ロモンズはこれについて異議を述べるのである。それは以下のとおりである。第2の認識規準
では，確実性を持った測定可能性や検証可能性が要求されていた。暖簾を売買した時には，買
い主により支払われた総金額と分離可能資産に割り当てられた金額合計との差額として確実性
を持って決定できる。しかしながら，売買により暖簾が生み出されたわけではなく，その時点
で明示されただけであるという点は注意しなけれぽならない。これに対して，非買入暖簾は，
測定の信頼性に問題があり，「現行実務に従い，認識されるべきではない。そして，SSAP第
22号は，正当にも，r非買入暖簾との首尾一貫性を達成するため……準備金に対する……買入
暖簾の即時償却』を好ましいとする（第7項）。広告，販売促進，または熟練従業員の給料の
ような暖簾を作り出すために費やされた貨幣が，同じくそれが負担された時に償却されること
が注目されうる。当該基準が買入暖簾を繰り越し，有用経済的耐用年数にわたり損益計算書を
通してそれを償却する代替的取扱を認めていることは残念である。というのも，これは，財務
諸表の比較的可能性を不必要に犠性にするからである。」（p．69）と主張する。
　このようなソロモンズの見解に対しては，マクブにより批判が行なわれている。すなわち，
ソロモンズの言うように，非買入暖簾が測定の信頼性の観点から認識されないこととの首尾一
貫性から買入暖簾の認識を否定するのであれぽ，有形固定資産の中にも測定の信頼性から認識
されないものもあるのであるから，その場合には，全部の資産を償却することになるのではな
いかというのである（Macve［1989a】P．20－21）。これに対してソロモンズは，ほとんどの有形
資産は取替原価，それゆえ現在原価を持っているのであり，認識規準を満たす項目はすべて認
識するべきであるとした上で，特に「暖簾の問題はその分離不能性（unseparability）から生じ
ている。」と述べ，有形固定資産の相違を強調し，異なる取扱いを正当化する。さらに，ほと
んどすべての企業が活動を継続していることに鑑み，それらの企業では自己創設暖簾が存在し
ているといえ，このような通常の状態である非買入暖簾を前提に議論を進め，そちらを優先す
るのが適当であるとして，買入暖簾が生ずる場合が，例外的であることを強調するのである。
つまり，通常の状態である非買入暖簾を認識しないのに，なぜ買入暖簾という合併や買収など
の異例な状況で取得する暖簾を認識するのかというのである。（Solomons［1989b】P・22）
　3．貨幣の時間価値の認識
　最後に，ソロモンズは貨幣の時間価値の問題を取り上げる。これについては，SSAP第21
号（リース）とSSAP第24号（年金）とではすでに貨幣の時間価値が取り入れられており，
利息として認識されている。このように，現金取引金額と信用取引金額とに差がある場合には，
形式と実質とが異なっているのであるから実質，すなわち現在価値で記録すべきである（p．
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69）として，ここでも，表現上の忠実性が重要視されていることが分かるのである。
IV　結 ぴ
　以上，ソロモンズの手によるr財務報告のためのガイドライン』を取り上げ検討してきた。
明らかになった点を要約すれば以下のとおりである。
　第1に，会計情報の利用者である利害関係者の範囲を，投資家，債権者，従業員および取引
先に限定している点で，一般大衆や地域住民までを含める他の見解，たとえばFASBなどに
比べて狭く捉えているけれども，FASBが中心的利害関係者として投資家および債権者を代表
させて議論を進めることに比べれば，これら4種類のグループのすべてを前提に議論を進める
ソロモンズの方が実質的な会計情報利用者の範囲を広く捉えているという点が指摘された。
　第2に，資産負債利益観に立脚していることが指摘できる。特に，財務諸表の要素および下
位要素の定義に関連して，本来それが純資産と所有主持分とを区別していることを前提にすれ
ば，損益を純資産の変化として捉えるべきであるのに対して，ソロモンズはそれを帰属関係を
前提にした所有主持分の変化として定義しているという点で問題が残ることが指摘された。
　第3に，会計測定モデルとして，現在原価＝恒常購買力モデルを採用し，測定基礎として
「企業にとっての価値」を用い，資木維持概念として実質財務資本維持をとることが指摘され
た。
　第4に，未履行契約や年金などの項目も，それぞれ資産や負債の認識規準を満たしていれば，
それを認識すべきであると考えていることが指摘された。
　第5に，暖簾については，異常な状況である買入暖簾ではなく，通常の状況である非買入暖
簾を前提に議論を進めるべきであり，通常の非買入暖簾が認識されない以上，それとの一貫性
から買入暖簾も認識すべきではなく，即時償却すべきであると考えている点が指摘された。
　最後に，ソロモンズの概念的枠組における具体的会計問題を考える際の最も重要な基本思考
は「表現上の忠実性」であるということができる。
注（1）同書発行までの状況については，Whittington［1989］，　Tweedie［1990］，前田［1990］を参照さ
　　れたい。
　（2）ただし，（1）の「状況」についてはその内容が明らかでないという批判がなされている（Macve
　　［1989b】）。
　（8）ちなみに，FASBは概念報告書第6号において，持分を定義するさいに「持分または純資産とは，
　　エンティティーの資産から負債を控除した後に残る残余持分である」（par，49）と述べ，持分と純
　　資産とを全く区別していない。
　（4）ただし，ソロモンズは，会計モデルを取り扱っている第6章での議論では，損益を純価値（net
　　worth）の変化分として論を進めており，ここでは先に示した定義（所有主持分の変化）とは違う
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　規定をしている。
（5）後に述べるように，FASB概念報告書では『識閾とされていた「重要性」も，ソロモンズ報告書で
　は認識規準とされている。
（6）負債に対する「企業にとっての価値」の適用については，白石和孝氏の多数の優れた論功がある
　が，差し当たり，白石［1993］を参照されたい。
（7）バクスターなどの「企業にとっての価値」概念の負債への適用については，別稿を予定している。
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